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　住民基本台帳法では、閲覧の透明性を高めるため、閲覧者の氏名や内容の公表を定めています。
平成31年4月〜令和元年9月の閲覧状況についてお知らせします。

住民基本台帳の閲覧状況

閲覧日 請求者 閲覧を受託した法人 閲覧の利用目的 転記人数 閲覧に係る住民の範囲

4
月

10、11日 三鷹警察署 特殊詐欺被害防止対策 732人 新川

18、23日 NHK放送文化研究所
㈱日本リサーチセンター ６月全国個人視聴率調査 12人 井口／平成24年12月31日までに生まれた方
(一社)中央調査社 オリンピック・パラリンピックに関する

調査 12人 下連雀／平成11年12月31日までに生まれた方

5
月

15日 東京都生活文化局 ㈱サーベイリサーチ
センター 都民生活に関する世論調査 45人 牟礼、野崎、大沢／平成13年１月１日までに生

まれた方
24日 自衛隊東京地方協力本部 自衛官等の募集に関する広報 255人 全域／平成13年４月２日～14年４月１日に生ま

れた方
28日 国土交通省

観光庁観光戦略課 ㈱インテージリサーチ 2019年度「旅行・観光消費動向調査」 85人 下連雀

6
月

4～6日 自衛隊東京地方協力本部 自衛官等の募集に関する広報 1,215人 全域／平成13年４月２日～14年４月１日に生ま
れた方

18日 総務省統計局 (一社)新情報センター 家計消費状況調査 50人 牟礼／平成15年４月１日までに生まれた方
19日 (公財）新聞通信調査会 (一社)中央調査社 第12回メディアに関する全国世論調査 16人 上連雀／平成13年７月31日までに生まれた方
20日 東京都福祉保健局 (一社)輿論科学協会 里親に関する都民の認知度、意向等に関

する調査 45人 下連雀、新川、大沢／昭和24年７月１日～平成
11年６月30日に生まれた方

7
月

10日 ㈱朝日新聞社
マーケティング本部 (一社)中央調査社 2019年・新聞およびWeb利用に関する

総合調査 16人 上連雀／平成16年８月31日までに生まれた方

25日 東京都生活文化局 ㈱エスピー研 食生活と食育に関する世論調査 45人 下連雀、井の頭、中原／平成13年１月１日まで
に生まれた方

8
月

9日 NHK放送文化研究所 (一社)中央調査社 災害に関する意識調査 12人 牟礼／平成15年８月31日までに生まれた方
21日 東京都生活文化局 ㈱アストジェイ 平成31年度広報広聴活動に関する調査 45人 牟礼、上連雀、大沢／平成13年１月１日までに

生まれた方
27日 NHK放送文化研究所 (一社)中央調査社 職業と社会（社会的不平等）に関する国際

比較調査 12人 中原／平成13年12月31日までに生まれた方

29日 東京消防庁 ㈱エントリーサポート 消防に関する世論調査 36人 井の頭、上連雀、大沢／平成12年12月31日ま
でに生まれた方

9
月

5日 東京都福祉保健局 令和元年度福祉保健基礎調査 116人 井口
13日 農林水産省消費・安全局 (一社)中央調査社 令和元年度　食育に関する意識調査 17人 上連雀／平成11年９月30日までに生まれた方
26日 （独）国立病院機構

久里浜医療センター (一社)新情報センター ネット・ゲーム使用と生活習慣に関する
実態調査 22人 深大寺／昭和14年10月１日～平成21年９月30

日に生まれた方

市民課☎内線2326

❶ バリアフリー改修を行った場合
◆�対象家屋　新築から10年以上が経過し、居住部分の割
合が家屋全体の2分の1以上で、改修後の床面積が50〜
280㎡の住宅（賃貸住宅は除く）のうち、65歳以上の方、
要介護または要支援の認定を受けている方、障がいのあ
る方が居住する住宅

◆�対象となる改修　平成19年4月1日〜令和2年3月31日
に行った法令で定めるバリアフリー工事で、工事費用か
ら給付金などを差し引いた金額が50万円超の改修
◆�減額される税額　工事完了年の翌年度分の固定資産税
の3分の1（居住部分で1戸当たり100㎡相当分まで）

❷ 省エネ改修を行った場合
◆�対象家屋　平成20年1月1日以前から所在し、居
住部分の割合が家屋全体の2分の1以上で、改修後
の床面積が50〜280㎡の住宅（賃貸住宅は除く）

◆�対象となる改修　平成20年4月1日（認定長期優
良住宅は平成29年4月1日）〜令和2年3月31日に
行った、現行の省エネ基準に適合する50万円超の
改修工事

◆�減額される税額　工事完了年の翌年度分の固定資
産税の3分の1（認定長期優良住宅は3分の2。いず
れも居住部分で1戸当たり120㎡相当分まで）

❸ 認定長期優良住宅を新築した場合
◆�対象家屋　平成21年6月4日〜令和2年3月
31日に新築した認定長期優良住宅のうち、
居住部分の床面積が1戸当たり50㎡（1戸建
て以外の貸家は40㎡）〜280㎡で、家屋全体
の床面積の2分の1以上の住宅

◆�減額される税額　新築の翌年度から5年間
（3階建て以上の中高層耐火建築物は7年間）、
固定資産税の2分の1（居住部分で1戸当たり
120㎡相当分まで）

❶❷は工事完了日から原則3カ月以内に、❸は新築した翌年の1月31日までに、申告書（市ホームページまたは同課〈市役所2階28番窓口〉で入手）と必要書類を同課へ

住宅の改修・新築に伴う固定資産税の減額制度 資産税課☎内線2365
　以下の工事を行った場合、固定資産税が減額される場合があります。

　にぎわいを創出するため、イベントなどを開催できる広場を整備します。「森の中」
を実感できるような緑化を施し、安全・安心に子どもから高齢者まで幅広い世代が集
い憩える広場空間を目指します。また、多数の人が集まれることから、災害時には行
政から必要な情報を発信するなど、防災拠点としての機能も検討します。

　中央通りからのにぎわいが感じられる、おしゃれな雰囲気を演出しま
す。左側の高層住宅の下層部も「森」との一体性を持つように緑化しま
す。通りは、安全で快適な「遊歩道」をイメージし、オープンエアな空間
でカフェやバルのような店舗の展開を想定しています。

森と多機能広場のイメージ しろがね通りのイメージ

◆三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業の今後の進め方について
　市街地再開発事業（いわゆる「再開発」）では、安全で快適な都市環境を創造するため、密集した市街地を一体的・総合的に整備します。具体的には、細分化され
た土地を共同利用し、区域内の建物を高層建築物に建て替えるなどして、立体的に利便性を向上させます。事業費は、国などの補助金に加え、再開発事業によっ
て高層建築物を建てることにより新たな床面ができるため、その床面の売却費や賃料などにより賄います。


